
「歳出」

歳出決算（目的別）の主な増減 （単位：千円　％）

【増加した主なもの】

災害復旧費は17億8,100万円
土木施設災害復旧費の増（9億2,200万円）

災害廃棄物処理費の増（5億9,000万円）

農林水産施設災害復旧費の増（2億3,000万円）

衛生費は7億1,500万円
看護専門学校整備事業費補助の増（1億8,700万円）

ごみ固形燃料工場管理運営費の増（1億4,500万円）

ごみ処理施設建設費の増（1億3,000万円）

病院事業対策費の増（1億2,400万円）

【減少した主なもの】

民生費は△10億3,600万円
臨時福祉給付金の減（△11億1,900万円）

生活保護費の減（△3億6,700万円）

私立保育所施設整備事業費補助の減（△2億9,600万円）

障がい福祉サービス事業費の増（9億2,100万円）

総務費は△8億6,400万円
公共施設維持整備基金積立金の減（△10億300万円）

電子計算システム開発費の増（3億9,000万円）
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合　　　　計 165,925,591 

そ の 他 27,572,515 

総 務 費 13,133,178 
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民生費, 715億円
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2018年度（平成30年度）歳出決算（目的別）

歳 出

1,659億円

（注）％は構成比


